
□無    □有（　 　　　 　　　万円）
※住宅ローンを除く

当物件が
担保の
借入残高

商号
または
屋号

フリガナ

フリガナ

フリガナ

本社
所在地

資本金 万円

電話番号

万円

年　　　月　　　日西暦

年　　　月　　　日西暦

年　　 月

（西暦）

（　　　　　歳）

人正社員 人その他年商 従業員数

ｰ　　　 　　　ｰ　 　　　　 ｰ　　　 　　　ｰ　 　　　　

1.法人　　2.個人事業者

自宅
電話番号

携帯
電話番号

優先電話
連絡先

事業内容

事業形態

設立
年月日

〒　　　　 ｰ

都道
府県

フリガナ

ご住所 〒　　　　 ｰ
都道
府県

ご署名 性別

フリガナ

都道
府県

1.本社所在地と同じ
2.代表者住所と同じ
3.その他 〒　　　ｰ

万円融資
希望額 年ご希望

返済期間
繰り返し融資

（根抵当設定）のご希望
ご利用
目的

□運転資金　□設備資金
□その他（　　 　　　　   　　　   ）

□無    □有

1.自宅　　2.携帯電話
3.勤務先

1.男性
2.女性

生年月日

1.戸建て
2.マンション
3.その他

（ 土地面積：　　　　　　㎡・　　　　坪  ／  築　　　　年  ／  増改築： □有 ・ □無）
（ 占有面積：　　　　　　㎡  ／  間取り　　　　　　　　          　　　　　　　　  ）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                         ）

1.有
2.無

1.申込法人名義
2.申込代表者
3.その他（ □申込代表者の親族 ・ □申込法人役員）

件

配偶者 人
※本人除く

万円同居
人数

年収
（税込み） お住まい 居住開始

年月

1.持家（自己）
3.社宅・寮・官舎
5.賃貸マンション
7.アパート・下宿

2.持家（家族）
4.賃貸公営・公団
6.借家

1.居宅　　2.事務所
3.居宅兼事務所
4.その他（　　　　　　　　　　　 ）

物件

所有者

法人
名義

年　　　 月 西暦取得日 　万円購入価格

□無    □有（　 　　　 　　　万円）物件購入時の
ローン残高

物件の
種類

□入居者あり
□入居者なし

賃貸マンション・駐車場等賃貸収入のある物件の場合は、その内容をご記入ください。（例：部屋数、家賃、入居状況等）
入居
状況

所在地

審査の結果お申込みの意に添えない場合がありますのであらかじめご了承ください。お申込者情報（法人または個人事業者）

代表者（連帯保証人）情報

現在のお借入れ等の状況

担保予定物件情報

ご希望の内容

※お申込者欄にご記入いただきました商号または屋号が法人登記されていない場合は、代表者（連帯保証人）を主たる契約者とし、連帯保証人とはいたしません。

出光クレジットの事業者向け不動産担保ローン申込書【FAX】
出光クレジット株式会社 御中
保証会社 株式会社セゾンファンデックス 御中

▲ FAX送信方向 ▲ 

24時間FAX受付中 お電話でもお気軽にご相談ください。
出光クレジット（株）ファイナンスデスク

03ｰ6890ｰ0207（9：00～17：00 土・日・祝・年末年始休）0120ｰ690ｰ580

ｰ　　　 　　　ｰ　 　　　　

FAX番号 ｰ　　　 　　　ｰ　 　　　　

印

借入件数 借入残高 毎月返済額

万円 万円 件
個人
名義

借入件数 借入残高 毎月返済額

万円 万円

印

202108版

同意日
（申込日）

当社（私）は、本申込みにもとづく上記および裏面記載の「個
人情報等の取扱いに関する同意条項」「保証委託約款」を確
認・同意のうえ事業者向け不動産担保ローンを申込みます。

申込者
氏名
（自署）

年　　　月　　　日西暦



個人情報等の取扱いに関する同意条項（出光クレジット株式会社）

申込者及び連帯保証人予定者（以下、総称して「申込者等」といい、契約者を含む。以下同じ）は、本
申込みを含む出光クレジット株式会社（以下｢当社｣という）との各種契約の取引（以下｢各取引｣という）
について、以下の各条項（以下、「本同意条項」という）および今回お申込みされる取引の約款等に同
意の上、申し込みます。

第1条（個人情報の取得･保有･利用･提供） 
1.申込者等は、各取引の与信判断および与信後の管理、ならびに第2条（営業活動の目的での個人
情報の利用）に定める営業活動のため、以下の情報（以下これらを総称して｢個人情報｣という）を保
護措置を講じた上で取得･保有･利用することに同意します。
⑴各取引所定の申込書に申込者等が記載した申込者等の名称・氏名、代表者氏名、年齢、生年月
日、性別、所在地・住所、電話番号、ＦＡＸ番号、Ｅメールアドレス、職業、勤務先、運転免許証等の記
号番号、家族構成、住居状況等および申込書以外で申込者等が届け出た事項
⑵各取引に関する契約の種類、申込日、契約日、貸付日、商品名、貸付金額、支払回数、決済口座情
報等、各取引内容に関する情報
⑶各取引に関する入金日、入金予定日、貸付残高、完済日、返済状況等、取引の状況や履歴に関する
情報
⑷各取引に関する申込者等の支払能力を調査するため、または支払途上における支払能力を調査する
ため、申込者等が申告した申込者等の資産、負債、収入、支出、および取得したローン利用履歴およ
び過去の債務の返済状況等取引事実に関する情報および不動産の評価に関する情報
⑸｢犯罪による収益の移転防止に関する法律｣および貸金業法に基づき申込者等の運転免許証、パ
スポート等によって本人確認を行った際に取得した情報
⑹各取引の規約等に基づき住民票等を取得した場合には、その際に取得した情報
⑺各取引に関する申込者等の支払い能力を調査するため、申込者等の源泉徴収票、所得証明等に
よって収入の確認を行った場合には、その際に取得した情報
⑻各取引に関して申込者等が当社への問い合わせや申し立ての際に取得した情報（音声、映像等の電
磁的記録を含む） 
⑼官報や電話帳等一般に公開されている情報
2.各取引に関する与信、管理、その他の業務の一部または全部を、委託先企業に委託する場合に、個
人情報の保護措置を講じた上で、前項により取得した個人情報を当該委託先企業に提供し、当該
委託先企業が受託の目的に限って利用することがあります。
与信後の管理業務の一部についての委託先企業は以下の通りです。
株式会社クレディセゾン
〒170-6073  東京都豊島区東池袋3-1-1
ホームページアドレス　https://www.saisoncard.co.jp
第2条（営業活動の目的での個人情報の利用） 
1.申込者等は、当社が下記の目的のために第1条（個人情報の取得･保有･利用･提供）1に定める利
用目的のほか、当社が下記の目的のために第1条1（1）（2）の個人情報を利用することに同意します。 
⑴当社のクレジット関連事業および金融サービス事業（それらに付随して提供するサービスを含む）並び
にその他当社の事業におけるサービス提供、宣伝物･印刷物の送付、電話等による営業案内、関連
するアフターサービスに利用する場合
⑵当社のクレジット関連事業および金融サービス事業（それらに付随して提供するサービスを含む）、並
びに当社の事業における市場調査･商品開発に利用する場合
⑶当社以外の第三者から受託して行なう当該第三者の宣伝物･印刷物の送付、電話等による営業案
内に利用する場合
※当社の具体的な事業内容は、当社ホームページ（https://www.idemitsucard.com）に常時掲載し
ております。 

２.申込者等は、前項による利用について、中止の申し出ができます。ただし、各取引の規約等に基づき申
込者等に送付する請求書等に記載される営業案内およびその同封物についてはこの限りではありま
せん。 
第3条（信用情報機関への登録･利用）  
1.申込者等の支払能力・返済能力の調査のために、当社が加盟する信用情報機関（個人および法人
の支払能力・返済能力に関する情報の収集および加盟会員に対する当該情報の提供を業とするも
のをいい、以下｢加盟先機関｣という）および当該加盟先機関と提携する信用情報機関（以下｢提携
先機関｣という）に照会し、申込者等の法人貸付情報または個人情報が登録されている場合には、そ
れを利用することに同意します。
2.申込者等に係る本申込書および本契約に基づく法人貸付情報、個人情報、客観的な取引事実が、
当社の加盟先機関に下表に定める期間登録され、加盟先機関および提携先機関の加盟会員によ
り、申込者等の支払能力（返済能力）の調査の目的のために利用されることに同意します。

3.当社の加盟先機関の名称、住所、問い合わせ電話番号等は下記の通りです。また、契約期間中に
新たに信用情報機関に加盟し、登録･利用する場合は、別途書面により通知し、同意を得るものと
します。 
⑴（株）シー･アイ･シー（略称：CIC）（割賦販売法および貸金業法に基づく指定信用情報機関）
　〒160-8375  東京都新宿区西新宿1-23-7 新宿ファーストウエスト15階
　電話番号　0570-666-414

　ホームページアドレス　https://www.cic.co.jp/
　登録情報 氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、運転免許証等の
記号番号等の本人を特定するための情報、法人名、代表者名、所在地、電話番号等の法人を特定
するための情報、申込日、申込商品種別等の申込に関する情報、契約の種類、契約日、貸付日、契
約金額、契約の数量･単位、貸付金額等の契約内容に関する情報、入金日、入金予定日、残高金
額、完済日、延滞等の返済状況に関する情報、債権回収、債務整理、保証履行、強制解約、破産申
立、債権譲渡等の取引事実に関する情報

　※（株）シー・アイ・シーの加盟資格、加盟会員企業等の詳細は、上記の同社のホームページをご覧ください。
⑵（株）日本信用情報機構（略称： 基に法業金貸（）CCIJ づく指定信用情報機関）
　〒110-0014 東京都台東区北上野1-10-14 住友不動産上野ビル5号館
　電話番号  0570-055-955
　ホームページアドレス  https://www.jicc.co.jp/
　登録情報  氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、運転免許証等の記
号番号等の本人を特定するための情報および契約の種類、契約日、貸付日、契約金額、数量、貸付
金額等の契約内容に関する情報、年間請求予定額、入金日、入金予定日、残高金額、完済日、延滞
等の返済状況に関する情報、債権回収、債務整理、強制解約、破産申立、債権譲渡等の取引事実
に関する情報
　※（株）日本信用情報機構の加盟資格、加盟会員企業等の詳細は、上記の同社のホームページを
ご覧ください。 
4.当社の加盟先機関が提携する提携先機関は、下記の通りです。
　全国銀行個人信用情報センター
　〒100-8216東京都千代田区丸の内1-3-1
　電話番号03-3214-5020
　ホームページアドレス　https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
　※全国銀行個人信用情報センターの加盟資格、加盟会員企業名の詳細は、上記の同社の
　ホームページをご覧ください。
　なお、当社の加盟先機関CICおよびJICCは相互に連携しており、その加盟先機関の加盟会員
　は提携先機関に登録された会員の登録情報を支払能力（返済能力）の調査の目的のために
　利用いたします。
第4条（個人情報の開示･訂正･削除） 
1.申込者等は、当社および第3条（信用情報機関への登録･利用）3で記載する加盟先機関および第
3条4で記載する提携先機関に対して、下記各号に定める方法により申込者等の情報を開示するよ
う請求することができます。 
⑴当社が保有する、申込者等の個人情報について開示を求める場合には、第6条（問い合わせ窓口）
に連絡する方法 
⑵第3条3で記載する加盟先機関および第3条4で記載する提携先機関が保有する申込者等の情報
について開示を求める場合には、加盟先機関および提携先機関に連絡する方法 
⑶当社の提携会社等に対して開示を求める場合には第2条（営業活動の目的での個人情報の利用）
2に記載の当社の提携会社等に連絡ください 
2.当社が保有する個人情報について、万一登録内容が不正確または誤りであることが判明した場合に
は、当社は、速やかに訂正または削除に応じるものとします。 
第5条（本同意条項に不同意の場合） 
　当社は、申込者等が各取引のお申込に必要な記載事項（各取引の申込書で申込者等が記載すべ
き事項）の記載をされない場合および本同意条項の内容の全部または一部を承認できない場合、各

取引のお申し込みに対する承諾をしないことがあります。ただし、第2条（営業活動の目的での個人情
報の利用）1または2に同意しない場合でも、これを理由に各取引のお申し込みに対する承諾をしな
いことはありません。 
第6条（問い合わせ窓口） 
　当社の保有する申込者等の個人情報に関するお問合せや、開示･訂正･削除の申し出、第2条（営業
活動の目的での個人情報の利用）2の営業目的での利用の中止の申し出等に関しましては、以下の問
い合わせ窓口までご連絡ください。

　出光クレジット ファイナンスデスク　電話番号 03-6890-0207
　第7条（各取引の契約が不成立の場合）  

第8条（合意管轄裁判所） 
　申込者等と当社の間で、個人情報について訴訟の必要が生じた場合は、訴訟額の多少にかかわら
ず、申込者等の住所地および当社の本社、支店を管轄する簡易裁判所および地方裁判所を管轄
裁判所といたします。 
第9条（条項の変更） 
　本同意条項は当社所定の手続により変更することができます。 
■個人情報管理責任者
　当社では、個人情報保護の徹底を推進する為、代表取締役を個人情報管理責任者としております。

　

個人情報等の取扱いに関する同意条項（保証会社：株式会社セゾンファンデックス）

申込者及び保証人予定者（以下、総称して「申込者等」といい、契約者を含む。以下同じ）は、株式会
社セゾンファンデックスの「個人情報等の取扱いに関する同意条項」（以下、「本同意条項」という）及
び保証委託約款に同意の上、保証委託を申し込みます。

第１条（個人情報及び信用情報の収集・保有・利用、提供等）
１．申込者等は、今回のお申込みを含む株式会社セゾンファンデックス（以下、「保証会社」という）との

個人情報等の取扱いに関する同意条項

登録情報 登録期間

（株）シー･アイ･シー
（割賦販売法および貸金業法に基づく）

（株）日本信用情報機構
（貸金業法に基づく）

a.氏名、生年月日、住所、電話番号、
運転免許証等の記号番号等の本
人を特定する情報

b.法人名、代表者名、所在地、電話
番号等の法人を特定する情報 

下記、c、d、eの登録情報のいずれか
が登録されている期間

c.本契約に係る申込みをした事実 当社が照会した日から6ヶ月間 当社が照会した日から6ヶ月以内

d.本契約に係る客観的な取引事実 契約期間中および契約終了後5年
以内

契約期間中および契約終了後5年
以内

e.債務の支払を延滞した事実 契約期間中および契約終了後5年
以内

契約期間中および契約終了後5年
以内（ただし、債権譲渡の事実に係る
情報は当該事実の発生日から1年以
内）

下記、c、d、eの登録情報のいずれかが登録されている期間

個人情報等の取扱いに関する同意条項（出光クレジット株式会社）

申込者及び連帯保証人予定者（以下、総称して「申込者等」といい、契約者を含む。以下同じ）は、本
申込みを含む出光クレジット株式会社（以下｢当社｣という）との各種契約の取引（以下｢各取引｣という）
について、以下の各条項（以下、「本同意条項」という）および今回お申込みされる取引の約款等に同
意の上、申し込みます。

第1条（個人情報の取得･保有･利用･提供）
1.申込者等は、各取引の与信判断および与信後の管理、ならびに第2条（営業活動の目的での個人
情報の利用）に定める営業活動のため、以下の情報（以下これらを総称して｢個人情報｣という）を保
護措置を講じた上で取得･保有･利用することに同意します。
⑴各取引所定の申込書に申込者等が記載した申込者等の名称・氏名、代表者氏名、年齢、生年月
日、性別、所在地・住所、電話番号、ＦＡＸ番号、Ｅメールアドレス、職業、勤務先、運転免許証等の記
号番号、家族構成、住居状況等および申込書以外で申込者等が届け出た事項 
⑵各取引に関する契約の種類、申込日、契約日、貸付日、商品名、貸付金額、支払回数、決済口座情
報等、各取引内容に関する情報 
⑶各取引に関する入金日、入金予定日、貸付残高、完済日、返済状況等、取引の状況や履歴に関する
情報 
⑷各取引に関する申込者等の支払能力を調査するため、または支払途上における支払能力を調査する
ため、申込者等が申告した申込者等の資産、負債、収入、支出、および取得したローン利用履歴およ
び過去の債務の返済状況等取引事実に関する情報および不動産の評価に関する情報 
⑸｢犯罪による収益の移転防止に関する法律｣および貸金業法に基づき申込者等の運転免許証、パ
スポート等によって本人確認を行った際に取得した情報 
⑹各取引の規約等に基づき住民票等を取得した場合には、その際に取得した情報 
⑺各取引に関する申込者等の支払い能力を調査するため、申込者等の源泉徴収票、所得証明等に
よって収入の確認を行った場合には、その際に取得した情報 
⑻各取引に関して申込者等が当社への問い合わせや申し立ての際に取得した情報（音声、映像等の電
磁的記録を含む）
⑼官報や電話帳等一般に公開されている情報 
2.各取引に関する与信、管理、その他の業務の一部または全部を、委託先企業に委託する場合に、個
人情報の保護措置を講じた上で、前項により取得した個人情報を当該委託先企業に提供し、当該
委託先企業が受託の目的に限って利用することがあります。

　与信後の管理業務の一部についての委託先企業は以下の通りです。
　株式会社クレディセゾン
　〒170-6073 東京都豊島区東池袋3-1-1
ホームページアドレス　https://www.saisoncard.co.jp
第2条（営業活動の目的での個人情報の利用）
1.申込者等は、当社が下記の目的のために第1条（個人情報の取得･保有･利用･提供）1に定める利
用目的のほか、当社が下記の目的のために第1条1（1）（2）の個人情報を利用することに同意します。
⑴当社のクレジット関連事業および金融サービス事業（それらに付随して提供するサービスを含む）並び
にその他当社の事業におけるサービス提供、宣伝物･印刷物の送付、電話等による営業案内、関連
するアフターサービスに利用する場合 
⑵当社のクレジット関連事業および金融サービス事業（それらに付随して提供するサービスを含む）、並
びに当社の事業における市場調査･商品開発に利用する場合 
⑶当社以外の第三者から受託して行なう当該第三者の宣伝物･印刷物の送付、電話等による営業案
内に利用する場合
※当社の具体的な事業内容は、当社ホームページ（https://www.idemitsucard.com）に常時掲載し
ております。

２.申込者等は、前項による利用について、中止の申し出ができます。ただし、各取引の規約等に基づき申
込者等に送付する請求書等に記載される営業案内およびその同封物についてはこの限りではありま
せん。
第3条（信用情報機関への登録･利用）
1.申込者等の支払能力・返済能力の調査のために、当社が加盟する信用情報機関（個人および法人
の支払能力・返済能力に関する情報の収集および加盟会員に対する当該情報の提供を業とするも
のをいい、以下｢加盟先機関｣という）および当該加盟先機関と提携する信用情報機関（以下｢提携
先機関｣という）に照会し、申込者等の法人貸付情報または個人情報が登録されている場合には、そ
れを利用することに同意します。
2.申込者等に係る本申込書および本契約に基づく法人貸付情報、個人情報、客観的な取引事実が、
当社の加盟先機関に下表に定める期間登録され、加盟先機関および提携先機関の加盟会員によ
り、申込者等の支払能力（返済能力）の調査の目的のために利用されることに同意します。

3.当社の加盟先機関の名称、住所、問い合わせ電話番号等は下記の通りです。また、契約期間中に
新たに信用情報機関に加盟し、登録･利用する場合は、別途書面により通知し、同意を得るものと
します。
⑴（株）シー･アイ･シー（略称：CIC）（割賦販売法および貸金業法に基づく指定信用情報機関）
　〒160-8375 東京都新宿区西新宿1-23-7 新宿ファーストウエスト15階
　電話番号　0570-666-414

ホームページアドレス　https://www.cic.co.jp/
登録情報 氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、運転免許証等の
記号番号等の本人を特定するための情報、法人名、代表者名、所在地、電話番号等の法人を特定
するための情報、申込日、申込商品種別等の申込に関する情報、契約の種類、契約日、貸付日、契
約金額、契約の数量･単位、貸付金額等の契約内容に関する情報、入金日、入金予定日、残高金
額、完済日、延滞等の返済状況に関する情報、債権回収、債務整理、保証履行、強制解約、破産申
立、債権譲渡等の取引事実に関する情報

　※（株）シー・アイ・シーの加盟資格、加盟会員企業等の詳細は、上記の同社のホームページをご覧ください。
⑵（株）日本信用情報機構（略称： 基に法業金貸（）CCIJ づく指定信用情報機関）
　〒110-0014 東京都台東区北上野1-10-14 住友不動産上野ビル5号館
　電話番号  0570-055-955
ホームページアドレス  https://www.jicc.co.jp/
　登録情報 氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、運転免許証等の記
号番号等の本人を特定するための情報および契約の種類、契約日、貸付日、契約金額、数量、貸付
金額等の契約内容に関する情報、年間請求予定額、入金日、入金予定日、残高金額、完済日、延滞
等の返済状況に関する情報、債権回収、債務整理、強制解約、破産申立、債権譲渡等の取引事実
に関する情報
※（株）日本信用情報機構の加盟資格、加盟会員企業等の詳細は、上記の同社のホームページを
ご覧ください。
4.当社の加盟先機関が提携する提携先機関は、下記の通りです。
⑴全国銀行個人信用情報センター
　〒100-8216  東京都千代田区丸の内1-3-1（※1）
　電話番号  03-3214-5020
ホームページアドレス　https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
※1 建物建替えのため、2016年10月11日から2020年度まで東京都千代田区丸の内2-5-1に仮
移転しています。仮移転先から戻る期日については、決定次第、同センターホームページに掲載され
ます。
※2 同社の加盟資格、加盟会員企業名の詳細は、上記の同社のホームページをご覧ください。
なお、当社の加盟先機関CICおよびJICCは相互に連携しており、その加盟先機関の加盟会員は提
携先機関に登録された会員の登録情報を支払能力（返済能力）の調査の目的のために利用いたし
ます。
第4条（個人情報の開示･訂正･削除）
1.申込者等は、当社および第3条（信用情報機関への登録･利用）3で記載する加盟先機関および第
3条4で記載する提携先機関に対して、下記各号に定める方法により申込者等の情報を開示するよ
う請求することができます。
⑴当社が保有する、申込者等の個人情報について開示を求める場合には、第6条（問い合わせ窓口）
に連絡する方法 
⑵第3条3で記載する加盟先機関および第3条4で記載する提携先機関が保有する申込者等の情報
について開示を求める場合には、加盟先機関および提携先機関に連絡する方法 
⑶当社の提携会社等に対して開示を求める場合には第2条（営業活動の目的での個人情報の利用）
2に記載の当社の提携会社等に連絡ください
2.当社が保有する個人情報について、万一登録内容が不正確または誤りであることが判明した場合に
は、当社は、速やかに訂正または削除に応じるものとします。
第5条（本同意条項に不同意の場合）
当社は、申込者等が各取引のお申込に必要な記載事項（各取引の申込書で申込者等が記載すべ
き事項）の記載をされない場合および本同意条項の内容の全部または一部を承認できない場合、各
取引のお申し込みに対する承諾をしないことがあります。ただし、第2条（営業活動の目的での個人情
報の利用）1または2に同意しない場合でも、これを理由に各取引のお申し込みに対する承諾をしな
いことはありません。
第6条（問い合わせ窓口）
当社の保有する申込者等の個人情報に関するお問合せや、開示･訂正･削除の申し出、第2条（営業
活動の目的での個人情報の利用）2の営業目的での利用の中止の申し出等に関しましては、以下の問
い合わせ窓口までご連絡ください。
　出光クレジットファイナンスデスク
　電話番号（一般電話）：03-6890-0207
第7条（各取引の契約が不成立の場合）
1.各取引の契約が不成立の場合にも、その不成立の理由の如何を問わず、第1条（個人情報の取得･保
有･利用･提供）1に基づき当社が取得した個人情報は以下の利用をされますが、それ以外に利用いた
しません。
⑴申込者等との各取引（新たなお申込を含む）に際して、当社が与信目的でする利用 
⑵第3条（信用情報機関への登録･利用）2に基づく指定信用情報機関への登録。
2.前項（2）は、第3条3の加盟先機関の加盟会員、および第3条4の提携先機関の加盟会員により、申
込者等の支払能力（返済能力）に関する調査のための利用がされます。

第8条（合意管轄裁判所）
　申込者等と当社の間で、個人情報について訴訟の必要が生じた場合は、訴訟額の多少にかかわら
ず、申込者等の住所地および当社の本社、支店を管轄する簡易裁判所および地方裁判所を管轄
裁判所といたします。
第9条（条項の変更）
　本同意条項は当社所定の手続により変更することができます。
■個人情報管理責任者
　当社では、個人情報保護の徹底を推進する為、代表取締役を個人情報管理責任者としております。

個人情報等の取扱いに関する同意条項（保証会社：株式会社セゾンファンデックス）

申込者及び保証人予定者（以下、総称して「申込者等」といい、契約者を含む。以下同じ）は、株式会
社セゾンファンデックスの「個人情報等の取扱いに関する同意条項」（以下、「本同意条項」という）及
び保証委託約款に同意の上、保証委託を申し込みます。

第１条（個人情報及び信用情報の収集・保有・利用、提供等）
１．申込者等は、今回のお申込みを含む株式会社セゾンファンデックス（以下、「保証会社」という）との

1.各取引の契約が不成立の場合にも、その不成立の理由の如何を問わず、第1条（個人情報
の取得・保有・利用・提供）1に基づき当社が取得した個人情報は以下の利用をされますが、

　それ以外に利用いたしません。
⑴（申込者等との各取引（新たなお申込を含む）に際して、当社が与信目的でする利用
⑵ 第3条（信用情報機関への登録・利用）2に基づく指定信用情報機関への登録。
2.前項（2）は、第3条3の加盟先機関の加盟会員、および第3条4の提携先機関の加盟会員
により、申込者等の支払能力（返済能力）に関する調査のために利用されます。
　　

　　



各種取引（以下、「各取引」という）の与信判断及び与信後の管理のため、以下の各号に掲げる情
報（以下、これらを総称して「個人情報」という）を保証会社所定の保護措置を講じた上、収集・保有・
利用することに同意します。

⑴申込者等の名称・氏名、代表者氏名、年齢、生年月日、性別、所在地・住所、電話番号（携帯を含
む）、ＦＡＸ番号、Ｅメールアドレス、家族構成、住居状況、職業、勤務先、勤務先電話番号等、申込書
及び申込書以外で保証会社に届け出た事項
⑵各取引に関する契約の種類、申込日、契約日、貸付日、商品名、お支払い口座、貸付金額、支払回
数、保証額等、各取引内容に関する情報
⑶各取引に関する入金日、入金予定日、貸付残高、完済日、返済状況等、取引の状況や履歴に関する
情報

⑷支払能力を調査するため、申込者等が申告した資産・負債、収入・支出に関する情報、保証会社が収
集したローン利用履歴・過去の債務の返済状況等の取引事実に関する情報及び不動産の評価に
関する情報
⑸法令等に基づき、申込者等が保証会社に提示又は提出した運転免許証・パスポート等の本人確認
書類に記載されている情報
⑹申込者等が保証会社に提出した、資力を明らかにする事項を記載した書面に記載されている情報
⑺保証会社が適正かつ適法な方法で公的機関から取得した住民票の写し、戸籍の附票の写し、登記
事項証明書等に記載されている情報（公的機関に当該書類の交付を申請するに際し、法令等に基
づき、⑴⑵⑶のうち必要な情報が公的機関に開示される場合があります）
⑻官報、電話帳、住宅地図等において公開されている情報
⑼申込者等からの問合せにより保証会社が知り得た情報（通話内容を含む）
２．申込者等は、保証会社が以下の各号に該当する場合、前項各号の個人情報を必要な範囲で提供
することに同意します。
⑴保証会社が、申込者等の所有する不動産の担保価値の評価・分析を行うため、必要な範囲で調査
会社に個人情報を提供すること
⑵保証会社が、申込者等との取引に関する業務を外部委託する場合に、業務の遂行に必要な範囲で
個人情報を提供すること
⑶保証会社が、申込者等に対する債権を譲渡等する場合に、当該債権の評価・分析を行うため、必要
な範囲で法務大臣許可の債権回収会社等に個人情報を提供すること及び当該債権を譲渡するた
め必要な範囲で譲受（予定）会社に個人情報を提供すること
第２条（営業活動等の目的での個人情報の利用）
１．申込者等は、前条第1項各号に定める利用目的のほか、保証会社が以下の各号に掲げる目的のた
めに前条第1項⑴⑵の個人情報を利用することに同意します。
⑴保証会社の事業（金融貸付業その他貸金業者が営むことができる業務、不動産業その他宅地建物
取引業者が営むことができる業務、今後取扱いが認められる業務）及びこれらに付随する業務に係
る宣伝物・印刷物の送付、電話等による営業案内、関連するアフターサービス
⑵第三者から受託して行う当該第三者の宣伝物・印刷物の送付、電話等による営業案内
⑶保証会社の事業及びこれらに付随する業務、その他保証会社の事業に係る市場調査、商品開発
　※保証会社の具体的な事業内容は、ホームページ（https://www.fundex.co.jp/）に常時掲載してお
ります。

２．申込者等は、前項⑴⑵の利用について、中止の申し出ができます。但し、各取引の約款等に基づき
保証会社が送付する請求書等に記載される営業案内及びその同封物は除きます。

第３条（個人信用情報機関への登録・利用・提供）
１．申込者等は、保証会社が加盟する信用情報機関（個人の返済能力に関する情報の収集及び与信
事業を行う個人情報取扱事業者に対する当該情報の提供を業とする者。以下、「加盟信用情報機
関」という）及び加盟信用情報機関と提携する信用情報機関（以下、「提携信用情報機関」という）
に申込者等に係る法人貸付情報又は申込者等の個人情報が登録されている場合には、当該情報
（以下、「信用情報」という）の提供を受け、返済又は支払能力を調査する目的のみに利用することに
同意します。

２．申込者等は、保証会社が、次項に定めるとおり申込者等に係る信用情報を加盟信用情報機関に提
供し、加盟信用情報機関がその加盟会員及び提携信用情報機関の加盟会員に提供することに同
意します。なお、加盟信用情報機関及び提携信用情報機関の加盟会員は、信用情報を、返済又は
支払能力を調査する目的のみに利用します。

３．加盟信用情報機関の名称・住所・問合せ電話番号・ホームページアドレス・登録情報・登録期間は、以
下のとおりです。

　◆株式会社日本信用情報機構
　〒110-0014 東京都台東区北上野1-10-14 住友不動産上野ビル5号館
　TEL：0570-055-955　
　ホームページアドレス　https://www.jicc.co.jp/

４．提携信用情報機関の名称・住所・問合せ電話番号・ホームページアドレスは以下のとおりです。
　◆全国銀行個人信用情報センター
　〒100-8216  東京都千代田区丸の内1-3-1　
　TEL：0120-540-558  03-3214-5020　
　ホームページアドレス　https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
　◆株式会社シー・アイ・シー
　〒160-8375  東京都新宿区西新宿1-23-7 新宿ファーストウェスト15階　
　TEL：0570-666-414  0120-810-414

　ホームページアドレス　https://www.cic.co.jp/
第４条（個人情報の開示・訂正・削除）
１．申込者等は、保証会社並びに加盟信用情報機関及び提携信用情報機関に対して、以下のとおり
自己に関する個人情報の開示請求ができます。
⑴保証会社に開示を求める場合には、第６条記載の問合せ窓口にご連絡ください。開示請求手続（受
付窓口・受付方法・必要な書類・手数料等）の詳細についてお答えします。
⑵加盟信用情報機関及び提携信用情報機関に開示を求める場合には、加盟信用情報機関にご連
絡ください。

２．万一、保証会社の保有する申込者等の個人情報の内容が事実と相違していることが判明した場合
には、保証会社は、速やかに訂正又は削除に応じます。
第５条（本同意条項に不同意の場合）
　保証会社は、申込者等が申込みに必要な記載事項（申込書等に申込者等が記載すべき事項）を記
載しない場合及び本同意条項の全部又は一部を承認できない場合、申込みに対して承諾しないこと
があります。但し、第２条第１項⑴⑵に掲げる営業目的での利用に同意しないことを理由に承諾しない
ことはありません。
第６条（問合せ窓口）
　保証会社の保有する申込者等の個人情報に関するお問合せや、開示・訂正・削除の申出、第２条第
２項に基づく営業目的での利用の中止、その他のご意見の申出に関しましては、以下の窓口までお願
いします。
　◆株式会社セゾンファンデックス　信用保証担当
　TEL 03-6733-6733
第７条（契約が不成立の場合）
　各取引の契約が不成立の場合であっても、その不成立の理由の如何を問わず、契約が不成立と
なった事実及び第１条第１項に基づき保証会社が取得した個人情報は、以下の目的で利用されます
が、それ以外に利用されることはありません。
⑴申込者等と保証会社との取引（新たな申込みを含む）に関する与信判断
⑵第３条第２項に基づく加盟信用情報機関への提供
第８条（合意管轄裁判所）
　申込者等と保証会社との間で個人情報に関して、訴訟の必要が生じた場合には、訴訟額の多少に
かかわらず、保証会社の本店又は営業所を管轄する簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判
所とします。
第９条（同意条項の変更）
　本同意条項は、保証会社所定の手続きにより変更することができます。
　

以上

各種取引（以下、「各取引」という）の与信判断及び与信後の管理のため、以下の各号に掲げる情
報（以下、これらを総称して「個人情報」という）を保証会社所定の保護措置を講じた上、収集・保有・
利用することに同意します。

⑴申込者等の名称・氏名、代表者氏名、年齢、生年月日、性別、所在地・住所、電話番号（携帯を含
む）、ＦＡＸ番号、Ｅメールアドレス、家族構成、住居状況、職業、勤務先、勤務先電話番号等、申込書
及び申込書以外で保証会社に届け出た事項
⑵各取引に関する契約の種類、申込日、契約日、貸付日、商品名、お支払い口座、貸付金額、支払回
数、保証額等、各取引内容に関する情報
⑶各取引に関する入金日、入金予定日、貸付残高、完済日、返済状況等、取引の状況や履歴に関する
情報

⑷支払能力を調査するため、申込者等が申告した資産・負債、収入・支出に関する情報、保証会社が収
集したローン利用履歴・過去の債務の返済状況等の取引事実に関する情報及び不動産の評価に
関する情報
⑸法令等に基づき、申込者等が保証会社に提示又は提出した運転免許証・パスポート等の本人確認
書類に記載されている情報
⑹申込者等が保証会社に提出した、資力を明らかにする事項を記載した書面に記載されている情報
⑺保証会社が適正かつ適法な方法で公的機関から取得した住民票の写し、戸籍の附票の写し、登記
事項証明書等に記載されている情報（公的機関に当該書類の交付を申請するに際し、法令等に基
づき、⑴⑵⑶のうち必要な情報が公的機関に開示される場合があります）
⑻官報、電話帳、住宅地図等において公開されている情報
⑼申込者等からの問合せにより保証会社が知り得た情報（通話内容を含む）
２．申込者等は、保証会社が以下の各号に該当する場合、前項各号の個人情報を必要な範囲で提供
することに同意します。
⑴保証会社が、申込者等の所有する不動産の担保価値の評価・分析を行うため、必要な範囲で調査
会社に個人情報を提供すること
⑵保証会社が、申込者等との取引に関する業務を外部委託する場合に、業務の遂行に必要な範囲で
個人情報を提供すること
⑶保証会社が、申込者等に対する債権を譲渡等する場合に、当該債権の評価・分析を行うため、必要
な範囲で法務大臣許可の債権回収会社等に個人情報を提供すること及び当該債権を譲渡するた
め必要な範囲で譲受（予定）会社に個人情報を提供すること
第２条（営業活動等の目的での個人情報の利用）
１．申込者等は、前条第1項各号に定める利用目的のほか、保証会社が以下の各号に掲げる目的のた
めに前条第1項⑴⑵の個人情報を利用することに同意します。
⑴保証会社の事業（金融貸付業その他貸金業者が営むことができる業務、不動産業その他宅地建物
取引業者が営むことができる業務、今後取扱いが認められる業務）及びこれらに付随する業務に係
る宣伝物・印刷物の送付、電話等による営業案内、関連するアフターサービス
⑵第三者から受託して行う当該第三者の宣伝物・印刷物の送付、電話等による営業案内
⑶保証会社の事業及びこれらに付随する業務、その他保証会社の事業に係る市場調査、商品開発
　※保証会社の具体的な事業内容は、ホームページ（https://www.fundex.co.jp/）に常時掲載してお
ります。

２．申込者等は、前項⑴⑵の利用について、中止の申し出ができます。但し、各取引の約款等に基づき
保証会社が送付する請求書等に記載される営業案内及びその同封物は除きます。
第３条（個人信用情報機関への登録・利用・提供）
１．申込者等は、保証会社が加盟する信用情報機関（個人の返済能力に関する情報の収集及び与信
事業を行う個人情報取扱事業者に対する当該情報の提供を業とする者。以下、「加盟信用情報機
関」という）及び加盟信用情報機関と提携する信用情報機関（以下、「提携信用情報機関」という）
に申込者等に係る法人貸付情報又は申込者等の個人情報が登録されている場合には、当該情報
（以下、「信用情報」という）の提供を受け、返済又は支払能力を調査する目的のみに利用することに
同意します。

２．申込者等は、保証会社が、次項に定めるとおり申込者等に係る信用情報を加盟信用情報機関に提
供し、加盟信用情報機関がその加盟会員及び提携信用情報機関の加盟会員に提供することに同
意します。なお、加盟信用情報機関及び提携信用情報機関の加盟会員は、信用情報を、返済又は
支払能力を調査する目的のみに利用します。

３．加盟信用情報機関の名称・住所・問合せ電話番号・ホームページアドレス・登録情報・登録期間は、以
下のとおりです。

　◆株式会社日本信用情報機構
　〒110-0014 東京都台東区北上野1-10-14 住友不動産上野ビル5号館
　TEL：0570-055-955　
　ホームページアドレス　https://www.jicc.co.jp/

４．提携信用情報機関の名称・住所・問合せ電話番号・ホームページアドレスは以下のとおりです。
　◆全国銀行個人信用情報センター
　〒100-8216  東京都千代田区丸の内1-3-1　
　TEL：0120-540-558  03-3214-5020　
　ホームページアドレス　https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
　◆株式会社シー・アイ・シー
　〒160-8375  東京都新宿区西新宿1-23-7 新宿ファーストウェスト15階　
　TEL：0570-666-414  0120-810-414

　ホームページアドレス　https://www.cic.co.jp/
第４条（個人情報の開示・訂正・削除）
１．申込者等は、保証会社並びに加盟信用情報機関及び提携信用情報機関に対して、以下のとおり
自己に関する個人情報の開示請求ができます。
⑴保証会社に開示を求める場合には、第６条記載の問合せ窓口にご連絡ください。開示請求手続（受
付窓口・受付方法・必要な書類・手数料等）の詳細についてお答えします。
⑵加盟信用情報機関及び提携信用情報機関に開示を求める場合には、加盟信用情報機関にご連
絡ください。

２．万一、保証会社の保有する申込者等の個人情報の内容が事実と相違していることが判明した場合
には、保証会社は、速やかに訂正又は削除に応じます。
第５条（本同意条項に不同意の場合）
　保証会社は、申込者等が申込みに必要な記載事項（申込書等に申込者等が記載すべき事項）を記
載しない場合及び本同意条項の全部又は一部を承認できない場合、申込みに対して承諾しないこと
があります。但し、第２条第１項⑴⑵に掲げる営業目的での利用に同意しないことを理由に承諾しない
ことはありません。
第６条（問合せ窓口）
　保証会社の保有する申込者等の個人情報に関するお問合せや、開示・訂正・削除の申出、第２条第
２項に基づく営業目的での利用の中止、その他のご意見の申出に関しましては、以下の窓口までお願
いします。
　◆株式会社セゾンファンデックス　信用保証担当
　TEL 03-6733-6733
第７条（契約が不成立の場合）
　各取引の契約が不成立の場合であっても、その不成立の理由の如何を問わず、契約が不成立と
なった事実及び第１条第１項に基づき保証会社が取得した個人情報は、以下の目的で利用されます
が、それ以外に利用されることはありません。
⑴申込者等と保証会社との取引（新たな申込みを含む）に関する与信判断
⑵第３条第２項に基づく加盟信用情報機関への提供
第８条（合意管轄裁判所）
　申込者等と保証会社との間で個人情報に関して、訴訟の必要が生じた場合には、訴訟額の多少に
かかわらず、保証会社の本店又は営業所を管轄する簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判
所とします。

第９条（同意条項の変更）
　本同意条項は、保証会社所定の手続きにより変更することができます。
　

以上

個人情報等の取扱いに関する同意条項

登録情報

申込情報（申込日、申込商品種別等）

登録期間

照会日から6か月以内

法人を特定するための情報（法人名、代表者名、所在
地、電話番号等）

本人を特定するための情報（氏名、生年月日、性別、住
所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、運転免許証
等の記号番号等）

契約内容に関する情報（契約の種類、契約日、貸付日、
契約金額、貸付金額、保証額等）

返済状況に関する情報（入金日、入金予定日、残高金
額、完済日、延滞、延滞解消等）

取引事実に関する情報（債権回収、債務整理、保証履
行、強制解約、破産申立、債権譲渡等）

契約内容、返済状況又は取引事実に関する情報のい
ずれかが登録されている期間（但し、本申込みに関する
契約が成立しなかった場合、本人を特定するための情
報は、照会日から６か月以内）

契約継続中及び契約終了後5年以内（但し、債権譲渡
の事実に係る情報については当該事実の発生日から1
年以内）



保証委託者は、以下の各条項を承認のうえ、出光クレジット株式会社（以下、「金融機関」という）との金
銭消費貸借契約（以下、「ローン契約」という）に基づき金融機関に対し負担する債務について、株式
会社セゾンファンデックス（以下、「保証会社」という）に保証を委託します。また、保証人（保証会社以
外の連帯保証人をいう。以下同様）も、以下の各条項を承認します。

第１条（信用保証の委託）
１．保証委託者は、ローン契約に基づき金融機関に対し負担する債務について、保証会社に信用保証
を委託します。

２．前項の信用保証は、保証会社と金融機関との間の取り決めに基づいて行われます。
第２条（保証委託の範囲等）
１．保証委託者が、保証会社に保証委託する債務の範囲は、ローン契約に基づき生じた借入金債務、
利息債務、損害金その他一切の債務（以下、「本ローン契約に関する債務」という）とします。

２．保証委託者と保証会社との保証委託契約は、保証委託者と金融機関との間のローン契約が成立
したときに成立し、当該契約に基づく融資が実行されたときに効力が生じます。
３．本約款に基づく保証は、保証委託契約成立時におけるローン契約に定められた貸付期間に基づい
てなされるものであり、その後にローン契約の貸付期間が延長された場合であっても、保証会社が予
め同意しない限り、保証期間は延長されません。

４．前条第２項の保証会社と金融機関との取り決め上の保証債務の免責事由等が生じた場合又は保
証会社が必要と認めた場合、保証委託者及び保証人は、保証会社がその後保証債務を免れること
について予め承諾します。
第３条（担保物件）
１．保証委託者及び保証人は、保証会社が保証委託契約の締結条件として、その所有する不動産その
他の財産権（以下、「担保物件」という）に、本約款に基づき生じた保証会社の求償債権を担保する
ため有効かつ最先順位の担保権の設定を求めた場合、これに同意します。また、この場合、担保権を
設定する保証委託者又は保証人（以下、本条において「担保権設定者」という）は、保証会社が対
抗要件を具備するために必要な手続きに協力します。

２．担保権設定者は、担保物件を善良なる管理者の注意をもって保全し、担保物件について保証会社
の書面による承諾なく、自己又は第三者をして担保物件の現状を変更し、又は第三者のために権利
を設定し、若しくは譲渡してはなりません。但し、保存行為はこの限りではありません。

３．担保権設定者は、担保物件の全部又は一部が滅失したとき、若しくは価格の下落等により担保価値
に変動が生じたとき、又は保証人の能力に著しい変動が生じたときは、直ちに増担保を差入れ、又は
保証人を追加します。

４．担保権設定者は、担保物件を必ずしも法定の手続きによらず、一般に適当と認められる方法・時期・
価格等により保証会社が処分することに同意します。

５．保証会社が担保物件につき、変更・解除・放棄・返還等をしても、担保権設定者の責任には変動は
生じません。

６．保証委託者及び保証人は、金融機関から保証会社が譲渡を受けた担保物件又は保証会社に移転
した担保物件についても前五項に準じて取り扱うことに同意します。
第４条（求償権の事前行使）
１．保証委託者又は保証人について、以下の各号の事由が一つでも生じたときは、保証会社は次条の
代位弁済前に求償権を行使することができます。

⑴仮差押、強制執行若しくは、担保権の実行としての競売の申立を受けたとき、仮登記担保権の実行
通知が到達したとき、支払の停止又は破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開
始の申立てがあったとき、又は清算に入ったとき
⑵公租公課につき差押又は保全差押を受けたとき
⑶手形交換所又は電子債権記録機関の取引停止処分を受けたとき
⑷保証会社に差し入れた担保の価値が著しく減価したとき
⑸金融機関又は保証会社に対する債務の一部でも履行を怠ったとき
⑹住所変更の届出を怠るなど保証委託者又は保証人の責に帰すべき事由によって、保証会社に保証
委託者又は保証人の所在が不明となったとき
⑺保証委託者又は保証人が、第１６条に定める暴力団員等若しくは同条第１項各号のいずれかに該
当し、若しくは同条第２項各号のいずれかに該当する行為をし、又は同条第１項の規定に基づく表
明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明したとき 
⑻前各号のほか求償権の保全を必要とする相当の事由が生じたとき
２．保証会社が前項により求償権を行使する場合には、保証委託者は、民法第４６１条（主たる債務者
が保証人に対して償還をする場合）に基づく抗弁を行使しません。本ローン契約に関する債務又は
第６条の償還債務がある場合にも同様とします。
第５条（代位弁済）
１．保証委託者が、本ローン契約に関する債務の全部又は一部の履行を遅滞したため、保証会社が、
金融機関から保証債務の履行を求められたときは、保証委託者及び保証人に対して通知をしなくて
も弁済することができます。

２．保証会社が前項の弁済によって金融機関に代位する権利の行使に関しては、ローン契約のほか本
約款の各条項が適用されます。

第６条（求償権の範囲）
　保証会社が前条第１項の弁済をしたときは、保証会社に対してその弁済額及びこれに対する弁済の
日の翌日以後年１４．６パーセントの割合による損害金並びに避けることのできなかった費用その他の
損害を償還します。この場合の損害金の計算方法は日割計算とします。

第７条（弁済の充当順位）
１．保証会社は、保証委託者又は保証人の弁済した金額が、保証会社に対する本約款から生じる償還
債務、その他の債務（以下、「本約款から生じる債務」と総称する）の全額を消滅させるに足りないと
きは、保証会社が適当と認める順序・方法により充当することができます。

２．保証委託者又は保証人が、本約款から生じる債務及び本約款以外の保証委託契約から生じる債
務を保証会社に負担している場合に、保証委託者又は保証人の弁済した金額が、保証会社に対す
るこれらの債務の全額を消滅させるに足りないときは、保証会社が適当と認める順序・方法により、い
ずれの保証委託契約から生じる債務（但し、弁済者が債務を負担していないものを除きます）にも充
当することができます。

第８条（届出、調査及び報告）
１．保証委託者又は保証人の氏名、住所等の保証会社に届け出た事項について変更があったときは、
直ちに保証会社所定の届け出をし、保証会社の指示に従います。

２．前項の届出を怠る、或いは保証委託者又は保証人が保証会社からの通知又は送付書類等を受領
しないなど、保証委託者又は保証人が責任を負わなければならない事由により、通知又は送付書類

が延着し、又は到達しなかった場合には、通常到達すべき時に到達したものとします。
３．保証委託者又は保証人は、財産・収入・信用等について、保証会社から請求があったときは直ちに報
告し、また、保証会社の調査に必要な便益を提供します。

４．前項の事項に重大な変動が生じたとき、又は生じるおそれのあるときは、直ちに保証会社に報告し、そ
の指示に従います。

５．保証委託者又は保証人の財産の調査について保証会社が必要とするときは、保証会社を保証委
託者又は保証人の代理人として、市町村の固定資産税台帳等の公簿を閲覧することを委任します。

第９条（公正証書の作成）
　保証委託者は、保証会社の請求があるときは、本約款に係る債務の履行につき、直ちに強制執行に
服する旨の陳述を記載した公正証書の作成に必要な一切の手続をいたします。

第１０条（費用の負担）
　保証会社が第５条第１項の弁済によって取得した権利の保全若しくは行使又は担保の保全、行使
若しくは処分に要した費用及び本約款から生じた一切の費用は、保証委託者の負担とし、保証会社
の請求により直ちに保証会社に償還します。
第１１条（連帯保証人）
１．保証人は、本約款の各条項を承認のうえ、第６条の償還債務、及び前条の費用償還債務の全額に
つき、保証委託者及び他の保証人と連帯して履行の責を負います。

２．保証人が金融機関に対して保証会社の保証にかかる本ローン契約に関する債務につき保証をし、
又は担保の提供をしたときは、保証会社と保証人との間における求償及び代位の関係を以下のとお
りとします。
⑴保証会社が第５条第１項の弁済をしたときは、保証人は、保証会社に対して第６条の求償権全額を
償還します。

⑵保証会社が第５条第１項の弁済をしたときは、保証人が本ローン契約に関する債務につき金融機関
に提供した担保の全部について、保証会社は金融機関に代位し、第６条の求償権の範囲内で金融
機関の有していた一切の権利を行うことができます。
⑶保証人が金融機関に対する自己の保証債務を弁済したとき、又は保証人が金融機関に提供した担
保が実行されたときは、保証人は、保証会社に対して何らの求償をしません。

３．保証会社が、保証人の一人に対して履行の請求をしたときは、保証委託者及び他の保証人に対し
ても、その履行の請求の効力が生じるものとします。
第１２条（代位取得の手形）
　代位により金融機関から保証会社に移転した手形につき、その権利が消滅した場合にも、保証委託
者及び保証人の保証会社に対する償還債務には変動を生じません。

第１３条（債権譲渡等）
　保証会社が保証委託者又は保証人に対して有する債権を第三者に譲渡又は担保に供することに、
保証委託者及び保証人は異議を述べません。

第１４条（情報の提供）
１．保証会社又は金融機関が、ローン契約又は保証委託契約等に係る与信管理のため相互の要請に
応じて、保証委託者又は保証人から入手した保証委託者又は保証人に係る情報（個人情報を含む
が、信用情報機関（個人の支払能力に関する情報の収集及び当該機関の加盟会員に当該情報を
提供することを業とする者をいう）より提供を受けた情報は除く）を相互に開示することについて、保証
委託者及び保証人は予め同意します。

２．保証会社が第５条第１項の弁済をした場合、保証委託者は、保証会社が本約款から生じる債務の
不履行の有無並びにこれらの残高及びそのうち弁済期が到来しているものの額に関する情報を、保
証人に対して提供することをあらかじめ承諾します。
第１５条（個人信用情報機関への登録等）
１．保証委託者及び保証人は、保証会社が加盟する信用情報機関（以下、「加盟信用情報機関」とい
う）及び加盟信用情報機関と提携する信用情報機関（以下、「提携信用情報機関」という）に保証
委託者及び保証人に係る法人貸付情報又は保証委託者及び保証人の個人情報が登録されてい
る場合には、当該情報（以下、「信用情報」という）の提供を受け、返済又は支払能力を調査する目的
のみに利用することに同意します。

２．保証委託者及び保証人は、保証会社が、次項に定めるとおり保証委託者及び保証人に係る信用
情報を加盟信用情報機関に提供し、加盟信用情報機関がその加盟会員及び提携信用情報機関
の加盟会員に提供することに同意します。なお、加盟信用情報機関及び提携信用情報機関の加盟
会員は、信用情報を、返済又は支払能力を調査する目的のみに利用します。

３．加盟信用情報機関の名称・住所・問合せ電話番号・ホームページアドレス・登録情報・登録期間は、
以下のとおりです。

　◆株式会社日本信用情報機構
　〒110-0014  東京都台東区北上野1-10-14 住友不動産上野ビル5号館
　TEL：0570-055-955
　ホームページアドレス：https://www.jicc.co.jp/

４．提携信用情報機関の名称・住所・問合せ電話番号・ホームページアドレスは、以下のとおりです。
　◆全国銀行個人信用情報センター
　〒100-8216  東京都千代田区丸の内1-3-1
　TEL：0120-540-558　03-3214-5020
　ホームページアドレス：https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
　◆株式会社シー・アイ・シー
　〒160-8375  東京都新宿区西新宿1-23-7 新宿ファーストウェスト15階　

保証委託約款

登録情報

申込情報（申込日、申込商品種別等）

登録期間

照会日から6か月以内

法人を特定するための情報（法人名、代表者名、所在
地、電話番号等）

本人を特定するための情報（氏名、生年月日、性別、住
所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、運転免許証
等の記号番号等）

契約内容に関する情報（契約の種類、契約日、貸付日、
契約金額、貸付金額、保証額等）

返済状況に関する情報（入金日、入金予定日、残高金
額、完済日、延滞、延滞解消等）

取引事実に関する情報（債権回収、債務整理、保証履
行、強制解約、破産申立、債権譲渡等）

契約内容、返済状況又は取引事実に関する情報のい
ずれかが登録されている期間（但し、本申込みに関する
契約が成立しなかった場合、本人を特定するための情
報は、照会日から６か月以内）

契約継続中及び契約終了後5年以内（但し、債権譲渡
の事実に係る情報については当該事実の発生日から1
年以内）

保証委託者は、以下の各条項を承認のうえ、出光クレジット株式会社（以下、「金融機関」という）との金
銭消費貸借契約（以下、「ローン契約」という）に基づき金融機関に対し負担する債務について、株式
会社セゾンファンデックス（以下、「保証会社」という）に保証を委託します。また、保証人（保証会社以
外の連帯保証人をいう。以下同様）も、以下の各条項を承認します。

第１条（信用保証の委託）
１．保証委託者は、ローン契約に基づき金融機関に対し負担する債務について、保証会社に信用保証
を委託します。

２．前項の信用保証は、保証会社と金融機関との間の取り決めに基づいて行われます。
第２条（保証委託の範囲等）
１．保証委託者が、保証会社に保証委託する債務の範囲は、ローン契約に基づき生じた借入金債務、
利息債務、損害金その他一切の債務（以下、「本ローン契約に関する債務」という）とします。

２．保証委託者と保証会社との保証委託契約は、保証委託者と金融機関との間のローン契約が成立
したときに成立し、当該契約に基づく融資が実行されたときに効力が生じます。
３．本約款に基づく保証は、保証委託契約成立時におけるローン契約に定められた貸付期間に基づい
てなされるものであり、その後にローン契約の貸付期間が延長された場合であっても、保証会社が予
め同意しない限り、保証期間は延長されません。

４．前条第２項の保証会社と金融機関との取り決め上の保証債務の免責事由等が生じた場合又は保
証会社が必要と認めた場合、保証委託者及び保証人は、保証会社がその後保証債務を免れること
について予め承諾します。
第３条（担保物件）
１．保証委託者及び保証人は、保証会社が保証委託契約の締結条件として、その所有する不動産その
他の財産権（以下、「担保物件」という）に、本約款に基づき生じた保証会社の求償債権を担保する
ため有効かつ最先順位の担保権の設定を求めた場合、これに同意します。また、この場合、担保権を
設定する保証委託者又は保証人（以下、本条において「担保権設定者」という）は、保証会社が対
抗要件を具備するために必要な手続きに協力します。

２．担保権設定者は、担保物件を善良なる管理者の注意をもって保全し、担保物件について保証会社
の書面による承諾なく、自己又は第三者をして担保物件の現状を変更し、又は第三者のために権利
を設定し、若しくは譲渡してはなりません。但し、保存行為はこの限りではありません。

３．担保権設定者は、担保物件の全部又は一部が滅失したとき、若しくは価格の下落等により担保価値
に変動が生じたとき、又は保証人の能力に著しい変動が生じたときは、直ちに増担保を差入れ、又は
保証人を追加します。

４．担保権設定者は、担保物件を必ずしも法定の手続きによらず、一般に適当と認められる方法・時期・
価格等により保証会社が処分することに同意します。

５．保証会社が担保物件につき、変更・解除・放棄・返還等をしても、担保権設定者の責任には変動は
生じません。

６．保証委託者及び保証人は、金融機関から保証会社が譲渡を受けた担保物件又は保証会社に移転
した担保物件についても前五項に準じて取り扱うことに同意します。
第４条（求償権の事前行使）
１．保証委託者又は保証人について、以下の各号の事由が一つでも生じたときは、保証会社は次条の
代位弁済前に求償権を行使することができます。
⑴仮差押、強制執行若しくは、担保権の実行としての競売の申立を受けたとき、仮登記担保権の実行
通知が到達したとき、支払の停止又は破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開
始の申立てがあったとき、又は清算に入ったとき
⑵公租公課につき差押又は保全差押を受けたとき
⑶手形交換所又は電子債権記録機関の取引停止処分を受けたとき
⑷保証会社に差し入れた担保の価値が著しく減価したとき
⑸金融機関又は保証会社に対する債務の一部でも履行を怠ったとき
⑹住所変更の届出を怠るなど保証委託者又は保証人の責に帰すべき事由によって、保証会社に保証
委託者又は保証人の所在が不明となったとき
⑺保証委託者又は保証人が、第１６条に定める暴力団員等若しくは同条第１項各号のいずれかに該
当し、若しくは同条第２項各号のいずれかに該当する行為をし、又は同条第１項の規定に基づく表
明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明したとき 
⑻前各号のほか求償権の保全を必要とする相当の事由が生じたとき
２．保証会社が前項により求償権を行使する場合には、保証委託者は、民法第４６１条（主たる債務者
が保証人に対して償還をする場合）に基づく抗弁を行使しません。本ローン契約に関する債務又は
第６条の償還債務がある場合にも同様とします。
第５条（代位弁済）
１．保証委託者が、本ローン契約に関する債務の全部又は一部の履行を遅滞したため、保証会社が、
金融機関から保証債務の履行を求められたときは、保証委託者及び保証人に対して通知をしなくて
も弁済することができます。

２．保証会社が前項の弁済によって金融機関に代位する権利の行使に関しては、ローン契約のほか本
約款の各条項が適用されます。

第６条（求償権の範囲）
　保証会社が前条第１項の弁済をしたときは、保証会社に対してその弁済額及びこれに対する弁済の
日の翌日以後年１４．６パーセントの割合による損害金並びに避けることのできなかった費用その他の
損害を償還します。この場合の損害金の計算方法は日割計算とします。
第７条（弁済の充当順位）
１．保証会社は、保証委託者又は保証人の弁済した金額が、保証会社に対する本約款から生じる償還
債務、その他の債務（以下、「本約款から生じる債務」と総称する）の全額を消滅させるに足りないと
きは、保証会社が適当と認める順序・方法により充当することができます。

２．保証委託者又は保証人が、本約款から生じる債務及び本約款以外の保証委託契約から生じる債
務を保証会社に負担している場合に、保証委託者又は保証人の弁済した金額が、保証会社に対す
るこれらの債務の全額を消滅させるに足りないときは、保証会社が適当と認める順序・方法により、い
ずれの保証委託契約から生じる債務（但し、弁済者が債務を負担していないものを除きます）にも充
当することができます。
第８条（届出、調査及び報告）
１．保証委託者又は保証人の氏名、住所等の保証会社に届け出た事項について変更があったときは、
直ちに保証会社所定の届け出をし、保証会社の指示に従います。

２．前項の届出を怠る、或いは保証委託者又は保証人が保証会社からの通知又は送付書類等を受領
しないなど、保証委託者又は保証人が責任を負わなければならない事由により、通知又は送付書類

が延着し、又は到達しなかった場合には、通常到達すべき時に到達したものとします。
３．保証委託者又は保証人は、財産・収入・信用等について、保証会社から請求があったときは直ちに報
告し、また、保証会社の調査に必要な便益を提供します。

４．前項の事項に重大な変動が生じたとき、又は生じるおそれのあるときは、直ちに保証会社に報告し、そ
の指示に従います。

５．保証委託者又は保証人の財産の調査について保証会社が必要とするときは、保証会社を保証委
託者又は保証人の代理人として、市町村の固定資産税台帳等の公簿を閲覧することを委任します。

第９条（公正証書の作成）
　保証委託者は、保証会社の請求があるときは、本約款に係る債務の履行につき、直ちに強制執行に
服する旨の陳述を記載した公正証書の作成に必要な一切の手続をいたします。

第１０条（費用の負担）
　保証会社が第５条第１項の弁済によって取得した権利の保全若しくは行使又は担保の保全、行使
若しくは処分に要した費用及び本約款から生じた一切の費用は、保証委託者の負担とし、保証会社
の請求により直ちに保証会社に償還します。
第１１条（連帯保証人）
１．保証人は、本約款の各条項を承認のうえ、第６条の償還債務、及び前条の費用償還債務の全額に
つき、保証委託者及び他の保証人と連帯して履行の責を負います。

２．保証人が金融機関に対して保証会社の保証にかかる本ローン契約に関する債務につき保証をし、
又は担保の提供をしたときは、保証会社と保証人との間における求償及び代位の関係を以下のとお
りとします。
⑴保証会社が第５条第１項の弁済をしたときは、保証人は、保証会社に対して第６条の求償権全額を
償還します。
⑵保証会社が第５条第１項の弁済をしたときは、保証人が本ローン契約に関する債務につき金融機関
に提供した担保の全部について、保証会社は金融機関に代位し、第６条の求償権の範囲内で金融
機関の有していた一切の権利を行うことができます。
⑶保証人が金融機関に対する自己の保証債務を弁済したとき、又は保証人が金融機関に提供した担
保が実行されたときは、保証人は、保証会社に対して何らの求償をしません。

３．保証会社が、保証人の一人に対して履行の請求をしたときは、保証委託者及び他の保証人に対し
ても、その履行の請求の効力が生じるものとします。
第１２条（代位取得の手形）
　代位により金融機関から保証会社に移転した手形につき、その権利が消滅した場合にも、保証委託
者及び保証人の保証会社に対する償還債務には変動を生じません。

第１３条（債権譲渡等）
　保証会社が保証委託者又は保証人に対して有する債権を第三者に譲渡又は担保に供することに、
保証委託者及び保証人は異議を述べません。

第１４条（情報の提供）
１．保証会社又は金融機関が、ローン契約又は保証委託契約等に係る与信管理のため相互の要請に
応じて、保証委託者又は保証人から入手した保証委託者又は保証人に係る情報（個人情報を含む
が、信用情報機関（個人の支払能力に関する情報の収集及び当該機関の加盟会員に当該情報を
提供することを業とする者をいう）より提供を受けた情報は除く）を相互に開示することについて、保証
委託者及び保証人は予め同意します。

２．保証会社が第５条第１項の弁済をした場合、保証委託者は、保証会社が本約款から生じる債務の
不履行の有無並びにこれらの残高及びそのうち弁済期が到来しているものの額に関する情報を、保
証人に対して提供することをあらかじめ承諾します。
第１５条（個人信用情報機関への登録等）
１．保証委託者及び保証人は、保証会社が加盟する信用情報機関（以下、「加盟信用情報機関」とい
う）及び加盟信用情報機関と提携する信用情報機関（以下、「提携信用情報機関」という）に保証
委託者及び保証人に係る法人貸付情報又は保証委託者及び保証人の個人情報が登録されてい
る場合には、当該情報（以下、「信用情報」という）の提供を受け、返済又は支払能力を調査する目的
のみに利用することに同意します。

２．保証委託者及び保証人は、保証会社が、次項に定めるとおり保証委託者及び保証人に係る信用
情報を加盟信用情報機関に提供し、加盟信用情報機関がその加盟会員及び提携信用情報機関
の加盟会員に提供することに同意します。なお、加盟信用情報機関及び提携信用情報機関の加盟
会員は、信用情報を、返済又は支払能力を調査する目的のみに利用します。

３．加盟信用情報機関の名称・住所・問合せ電話番号・ホームページアドレス・登録情報・登録期間は、
以下のとおりです。
　◆株式会社日本信用情報機構
　〒110-0014  東京都台東区北上野1-10-14 住友不動産上野ビル5号館
　TEL：0570-055-955
　ホームページアドレス：https://www.jicc.co.jp/

４．提携信用情報機関の名称・住所・問合せ電話番号・ホームページアドレスは、以下のとおりです。
　◆全国銀行個人信用情報センター
　〒100-8216  東京都千代田区丸の内1-3-1
　TEL：0120-540-558　03-3214-5020
　ホームページアドレス：https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
　◆株式会社シー・アイ・シー
　〒160-8375  東京都新宿区西新宿1-23-7 新宿ファーストウェスト15階　



　TEL：0570-666-414　0120-810-414
　ホームページアドレス：https://www.cic.co.jp/
第１６条（反社会的勢力の排除）
１．保証委託者及び保証人は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない
者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団
等、その他これらに準ずる者（以下、これらを「暴力団員等」という）に該当しないこと、及び以下の各
号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約します。
⑴暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること
⑵暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること
⑶自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするな
ど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること
⑷暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を
有すること

⑸役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること
２．保証委託者及び保証人は、自ら又は第三者を利用して以下の各号に該当する行為を行わないこと
を確約します。
⑴暴力的な要求行為
⑵法的な責任を超えた不当な要求行為
⑶取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
⑷風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて保証会社の信用を毀損し、又は保証会社の業務を妨
害する行為

⑸その他前各号に準ずる行為
第１７条（管轄裁判所の合意）
　保証委託者及び保証人は、本約款に関し紛争が生じた場合は、訴訟額の多少にかかわらず、保証
会社の本店又は営業所を管轄する簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに同
意します。
第１８条（本約款の変更）
１．本約款は、金融情勢その他諸般の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合に、変更
後の規定の内容を、保証会社のホームページへの掲載その他相当の方法で公表することにより変
更します。

２．前項の変更は、公表の際に定める適用開始日から適用されます。
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